
春日井市民間保育所等事業委託要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下「法」という。）第35

条第４項により設置された民間保育所、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合

的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第17条第１項により設置された

幼保連携型認定こども園及び法第34条の15第２項により設置された小規模保育事業所

（以下「保育所等」という。）に勤務する職員の処遇向上及び施設の運営改善を図る

ため、予算の範囲内において、当該保育所等を経営する者に支払う民間保育所等事業

委託費（以下「委託費」という。）の支払いに関して必要な事項を定めるものとす

る。 

 （委託事業者） 

第２条 市長は、この要綱に定める基準を満たす市内の保育所等で市長が保育の実施の

承諾をした児童を保育する保育所等を経営する者（以下「委託事業者」という。）に

対し、委託費を支払うものとする。 

 （委託費の区分等） 

第３条 委託費の区分及び対象経費は次のとおりとする。 

⑴ 人件費 職員の処遇改善に係る人件費、及び延長保育実施費として、児童福祉施

設の設備及び運営に関する基準（昭和23年厚生省令63号）第34条の規定による保育

時間（８時間）以上にわたる保育を行わなければならない児童の保育に要する人件

費 

⑵ 管理費 施設の管理に要する経費 

⑶ 整備費 施設整備に係る借入金の返済及び小規模整備に要する経費 

⑷ 事業費 前３号に規定する経費のほか、保育所等の運営に要する経費 

２ 前項第１号に規定する人件費は、委託事業者の就業規則に定める常勤職員のほか、

保育士の労働条件改善と児童の処遇向上を図るために、雇用する職員及び非常勤保育

士を常勤化する場合の職員（以下「配置強化職員」という。）を対象とすることがで



きる。なお、配置強化職員は１施設１名とする。 

 （委託費の額） 

第４条 委託費の額は、委託費算出基準額表（別表）により算出して得た額とする。た

だし、同表中１人件費、２管理費及び３整備費において、それぞれに1,000円未満の

端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

 （委託費の使途） 

第５条 委託費は、別表の項ごとに、当該各項に定める委託費の使途欄のとおりに使用

しなければならない。 

 （事業内容の変更等） 

第６条 委託事業者は、当該支払に係る事業（以下「委託事業」という。）の内容を変

更し、又は委託事業を中止し、若しくは廃止しようとするときは、あらかじめ市長の

承認を得なければならない。 

 （委託費の請求） 

第７条 委託費の支払いを受けようとする者は、四半期毎（別表３整備費のうち②及び

③の小規模整備に要する経費については、整備事業実施毎）に民間保育園等事業委託

費請求書（第１号様式）を市長に提出しなければならない。 

 （委託費支払いの決定） 

第８条 市長は、委託費支払い請求書を受理したときは、その内容を審査し適当と認め

たときは、委託費の支払いを決定するものとする。 

 （委託費の支払い） 

第９条 委託費は、請求毎に支払いをする。ただし、市長が特別の理由があると認めた

ときは、その全部又は一部を概算払いにより支払いをすることができる。 

 （実績報告書の提出） 

第10条 委託事業者は、毎年度５月末日までに前年度の事業実績報告書（第２号様式）

を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、別表３整備費のうち②及び③に係る事業実績報告書につ

いては、整備事業完了後、直ちに提出しなければならない。 



（委託費決定の取消し又は委託費の返還） 

第11条 市長は、委託事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、委託費支払いの

決定の全部若しくは一部を取消し、又は既に支払いをした委託費の全部若しくは一部

を返還させることができる。 

⑴ 法令、この要綱及び市長の処分に違反したとき。 

⑵ 委託費を第５条に規定する以外の用途に使用したとき。 

⑶ 委託事業の内容を変更し、又は事業を中止し若しくは廃止したとき。 

⑷ 提出書類に虚偽の事項を記載し、又は委託費支払いに関し不正の行為があったと

き。 

 （検査等） 

第12条 市長は、委託事業者に対して委託事業に関し必要な指示をし、報告を求め、又

は検査をすることができる。 

 （書類の整備保管） 

第13条 委託事業者は、次に定める当該委託事業に関する経費の経理を明確にした書類

を５年間保存しておかなければならない。 

⑴ 歳入歳出予算整理簿 

⑵ 現金出納簿 

⑶ その他市長が必要と認める書類 

 （その他） 

第14条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

 附 則 

この要綱は、平成５年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成６年４月25日から施行し、平成６年４月１日から適用する。 

 附 則 

この要綱は、平成７年５月12日から施行し、平成７年４月１日から適用する。 



   附 則 

この要綱は、平成８年６月３日から施行し、平成８年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成９年４月23日から施行し、平成９年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成10年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成10年４月21日から施行し、改正後の別表の規定は、平成10年４月１

日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成11年５月20日から施行し、改正後の春日井市民間保育所事業委託要

綱の規定は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成13年５月21日から施行し、改正後の春日井市民間保育所事業委託要

綱の規定は、平成13年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この要綱は、平成19年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に春日井市民間保育所事業委託要綱の規定に基づいて調製

されている用紙類は、この要綱の規定にかかわらず、当分の間、そのまま又は所要の

訂正をして使用することがある。 

   附 則 

この要綱は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成27年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に春日井市民間保育所事業委託要綱の規定に基づいて調製

されている用紙類は、この要綱の規定にかかわらず、当分の間、そのまま又は所要の

訂正をして使用することがある。 



 附 則 

この要綱は、平成28年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成30年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、改正前の春日井市民間保育所等事業委託要綱の規定に基づ

いて調製されている用紙類は、改正後の春日井市民間保育所等事業委託要綱の規定

にかかわらず、当分の間、そのまま又は所要の訂正をして使用することがある。  



別　表

区　　分

Ａ　給　　 　　料 Ｆ　通勤手当

Ｇ　住居手当

Ｂ　扶 養 手 当 Ｈ　超過勤務手当

Ｃ　管理職手当 　　　　　〃 Ｉ　 社会保険等

Ｄ　地 域 手 当  　　　　　〃 　  事業主負担金

Ｅ　期末勤勉手当 　　　　　〃

　　（1,180円×6.5時間＋240円）×240日

　（年額）が、最も低い職員１人分の年額以内の額。ただし、国の定める保育単価の算定基礎に、主任保育士の専任化

　に要する人件費が算入された場合は、その額を控除するものとする。

④　特別支援保育担当予備保育雇用費 　特別支援保育を円滑に実施するた

　　 特別支援保育実施園において、特別支援保育を担当する予備の保育士を雇用するための費用とする。 めに必要な予備保育士の人件費

　ただし、市長が特に必要と認めたときはこの限りではない。

③　主任保育士専任化費 　主任保育士を専任化するために

　　 当該保育所等に勤務する常勤保育士職員で、上記①「給与格差是正費及び配置強化職員費」にて委託費の対象とな 必要な職員の人件費

　らない職員のうち、委託費の支払いを受けようとする年度の４月１日における上記ＡからⅠまでに掲げる金額の合計額

条例に定める年額 （Ａ＋Ｄ）×0.05（Ｃの支給者を除く）

Ａ×0.17

②　延長保育実施費 　延長保育を実施するために必要

　　 750円×１日平均延長保育時間数（１日２時間以内）×延長保育日数×２人 な人件費

　から運営費人件費（運営費基本分単価中の非常勤職員雇用費を除く。ただし、配置強化職員を配置している施設に

　あっては、非常勤保育士雇用費を含む。）を控除した額以内の額。

市職員の給与に関する条例（以下 条例に定める年額

「条例」という。）で格付された年額 　　　　　〃

委　　託　　費　　算　　出　　基　　準　　額　　表

委　　　　　託　　　　　費　　　　　額 委 託 費 の 使 途

１　人件費

①　給与格差是正費及び配置強化職員費 　職員の給与（給料及び各種手当）

　　 当該保育所等に勤務する常勤職員（当該事業者の就業規則に定める常勤職員及び定員91人以上の保育所等の 及び社会保険等事業主負担金（退

　配置強化職員）の委託費の支払いを受けようとする年度の４月1日におけるＡからＩまでに掲げる金額の合計額（年額） 職共済事業主負担金を含む。）



４　事業費
０歳児数×＠7,200円＋１～２歳児数×＠5,100円＋３～５歳児数×＠4,700円＋160,000円

保育所等運営に要する経費
（人員については定員とし、０歳児数にあっては委託費の支払いを受けようとする年度の４月１日の実績とする。）

３　整備費

①　社会福祉法人及び学校法人の借入金に対して委託費の支払いを受けようとする年度において返済する元金、利息、手
左記の借入金の返済

　数料等の合算額の４分の３以内の額　　ただし、平成５年度以降の借入金については、知事又は市長が認めたものに限る。

②　市長が必要と認めて、社会福祉法人及び学校法人が実施する小規模整備に要する経費の４分の３以内の額

小規模整備の費用③　施設の最低基準を確保するために必要な危険防止設備、衛生設備であって、知事が必要と認めた小規模の整備に

　要する経費の４分の３以内の額とする。

④　この委託費の交付については別に定めるものとし、①のただし書、②及び③による知事又は市長の承認を得よう

　とするときは、事前の協議を必要とする。

２　管理費 委託費の支払いを受けようとする年度の４月１日現在の基本分保育単価の管理費年額×80％以内の額

　運営費の使途に同じ当該経費の

２分の１以内の額については「１人

件費」又は「３整備費」に充当する

ことができる。



第１号様式その１（第７条関係） 

  年  月  日 

（宛先）春日井市長 

 

所在地 

 

施設名 

 

氏 名               

 

   年度民間保育所等事業委託費請求書 

 

 このことについて、春日井市民間保育所等事業委託要綱第７条の規定に基づき、次の

とおり請求します。 

 

１ 請求金額               円 

 

２ 内 訳 

 

 （１） 人件費分              円 

 

 （２） 管理費分              円 

 

 （３） 整備費分              円 

 

 （４） 事業費分              円 

 



第１号様式その２（第７条関係） 

  年  月  日 

（宛先）春日井市長 

 

所在地 

 

施設名 

 

氏 名               

 

      年度民間保育所等事業委託費請求書（精算） 

 

 このことについて、春日井市民間保育所等事業委託要綱第７条の規定に基づき、次の

とおり請求します。 

 

１ 請求金額               円 

 

２ 内 訳 

 

 （１） 人件費分              円 

 

 （２） 管理費分              円 

 

 （３） 整備費分              円 

 

 （４） 事業費分              円 

 



第２号様式（第10条関係） 

  年  月  日 

（宛先）春日井市長 

 

所在地 

 

施設名 

 

氏 名               

 

      年度民間保育所等事業委託費事業実績報告書 

 

 このことについて、春日井市民間保育所等事業委託要綱第10条の規定に基づき、事業

実績を次のとおり報告します。 

 

１ 委託費総額                円 

 

２ 添付書類 

 

  （１）    年度民間保育所等事業委託費精算調書 

 

  （２）    年度歳入歳出決算（見込）書 又は 

         年度貸借対照表及び収支計算書 

 


